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　イポー市の雨水回収システムは、雨水を家庭での飲料水、家畜用水、灌漑用水に使用し、地下水の貯水、市民の水道代と水

使用量の節約、環境保護に役立っている。人口増加と産業化の結果である水需要の増加に対応するため、限りある水資源を効

率的、効果的に管理することが求められている。

　マレーシア政府により、検討されてきた一つの解決策が雨水回収システムの実施である。1999 年、雨水回収と利用の装置

設置要綱が住宅・地方政府省から提出され、この制度の利用を勧奨した。雨水回収制度は第 9次マレーシアプランにおいて、

持続可能な水源管理の代替策として目玉となり、マレーシア政府は 2007 年に国家水資源委員会を立ち上げ、雨水回収の状況

と都市開発について検討した。

　2011 年 4月には 1984 年施行の建築物統一法の改正により、マレーシア政府は新築住宅と公共施設への雨水回収設備の設

置義務化と古い建築物への設置勧奨を決定した。

　雨水回収制度を確実に実施することで効率的、効果的に節水するため、イポー市は関係機関の承認、傾斜地での雨水貯水を

含む開発準備計画の取水地域の保護政策を確実に行う必要がある。

　さらに、関係政府機関とマスコミの宣伝活動により、雨水回収制度の利点と重要性を強調することが必要であり、将来的に

は学校教育のカリキュラムにも取り入れる方向である。

　済州特別自治道において、エコツーリズム（注）は新しい観光パターンとして定着し、未来型まちづくりとして成長している。

韓国政府は 10大モデル地域を選定したが、コムンオルムとUNESCO選定の生物圏保護区が含まれている。また、世界自然

遺産やラムサール条約湿地などに選定され、世界的に高い認識を得ている。

　済州オルレ事業推進の方向性は、地域特性を生かした多様な遊歩道の整備や、旅行者の視点による設備の充実等の継続的な

改善である。事業の総括企画及び調整を済州特別自治道と地元の市が行う一方、世界自然遺産の保全・活用は、新設の世界自

然遺産管理団機構が、事業実施は主に社団法人済州オルレと済州特別自治道が行う。

　事業実績は、漢拏山林道及び世界自然遺産地区コムンオルムでの遊歩道の整備、社団法人済州オルレの設立と活動などである。

　事業の成果として、政府の低炭素グリーン成長、エコツーリズム推進事業として認定され、マスコミ等に新しい観光パター

ンとして位置づけられた。また、漢拏山に集中していた観光客を済州オルレ観光にまで広げることができた。

　今後の計画は、遊歩道の整備終了、国際的なイベント開催を通じた済州オルレのグローバル化の推進などの実施と共に、そ

れらによる地域経済の活性化を図ることである。

（注）エコツーリズム：地域ぐるみで自然環境や歴史文化など、地域固有の魅力を観光客に伝えることにより、その価値や大切さが理解され、

保全につながっていくことを目指していく仕組み（日本国環境省）

イポー市（マレーシア）

済州特別自治道（大韓民国）

WONG Kam Lee

呉　勝益

イポー市ワンストップセンター所長

済州特別自治道国際自由都市本部長

「イポー市における雨水回収システム」

「済州オルレ（自然遊歩道）事業」
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　北九州市は1950年代深刻な公害を経験したが、1969年以降、生産合理化と環境改善を同時に追求するクリーナープロダクション
などの環境行動により経済発展と共に環境改善が進み、経済と環境重視が両立している。
　2009年には、北九州環境モデル都市行動計画「グリーンフロンティアプラン」を策定し、経済成長率40％を前提に、2050年ま
でに50％のCO2削減を目指している。
　次世代のエネルギーシステム構築を進める国の実証実験地域の一つに選定され、本年度から「北九州スマートコミュニティ事業」
の取り組みをスタートした。
　現在、電力の需給を電力網やIT網で結び、スマートコミュニティセンターを通じて最適な状態を生み出す「地域エネルギーマネー
ジメントシステム」、「ダイナミックプライシング導入」などを進めている。
　またアジア諸都市と環境協力のネットワークを構築し、開発途上国を中心に研修員を受け入れると共に、カンボジアの環境改善に
も貢献している。
　様々な取り組みの結果、2011年7月、OECD（経済協力開発機構）に「グリーン成長のモデル都市」と選定され、2011年12月
には国からグリーンアジア国際戦略総合特区に指定された。
　2010年6月、本市の企業の国際的な環境ビジネス展開を支援し、アジアの低炭素化や経済成長を促進するためにアジア低炭素化セ
ンターを設立した。
　今後とも、未来に向けて、全市民の英知を結集し、経済成長と環境保全を両立できる、持続可能な社会づくりに向けて取り組んでいく。

　福岡市の環境都市づくりの特徴的な４つの施策は「ごみ処理」「自然環境の保全」「自律分散型エネルギー」「環境教育・市

民啓発」である。

　ごみ処理は夜間収集を行い、可燃ごみは 100％焼却し、ごみ発電による熱回収（サーマルリカバリー）にも取り組んでいる。

埋立技術では準好気性埋立構造「福岡方式」を開発した。この技術をアジア太平洋諸国を中心に技術移転するため、環境局職

員が現地で技術指導を行っている。福岡方式は国連のCDM（クリーン開発メカニズム）理事会に、既存埋立地に導入するこ

とで発生を抑制できたメタンガスの量を温室効果ガスの排出権取引（カーボンクレジット）の対象として認定された。

　博多湾の環境保全対策としては、アイランドシティに野鳥公園を整備する予定である。また、自律分散型エネルギーシステ

ムの構築に取り組んでおり、アイランドシティに街全体で省エネと創エネによる二酸化炭素の排出量ゼロを実現する「CO2

ゼロ街区」、スマートハウス常設展示場をオープンした。ほかに西部（中田）埋立場メガソーラー事業や風レンズ風車の実証

試験を行っている。

　また、環境教育や市民啓発は、環境都市づくりの原点であり、重点的に実施している。

　ほかに世界に誇る技術として、海水淡水化の技術があり、下水道技術でも再生水利用に取り組んでいる。これらの環境都市

づくり、水資源の活用に加え、都市デザイン、高齢者福祉、消防・防災の全５分野で福岡市は国際視察・研修受入事業を行っ

ている。今後も同事業を拡大し福岡モデルを世界へ発信したい。

北九州市（日本国）

福岡市（日本国）

梅本　和秀

髙島　宗一郎

北九州市副市長　

福岡市長

「低炭素グリーン成長のための都市政策と都市間連携」

「福岡市の環境都市づくり」
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　ジャカルタは地形と高い人口密度により気候変動の影響を受けやすく、大雨や異常気象など地球の気温上昇により洪水と高

潮の被害に遭いやすい都市である。

　2007 年、C40（世界大都市気候先導グループ）に加入し、2009 年 COP15（第 15回気候変動枠組条約締約国会議）にお

いて、2030 年までに温室効果ガスの排出を 30%削減することを掲げた。

　温室効果ガス排出削減についての地域行動計画策定により、2010 年から 2030 年にかけての地域空間計画（RTRW）に、

2030 年までに温室効果ガスを 30%削減する目標を盛り込んだ。

　2005 年の温室効果ガス排出量は 3,509 万トンであるのに対し、2030 年の推定排出量は 1億 1300 万トンとなり、どのよ

うに削減するかが課題である。

　気候変動の影響を緩和するため、また、適応するために様々な事業が行われている。エネルギー利用、交通、ごみ、下水の

セクターごとに緩和努力を行っており、今後予定されている事業も多数ある。

　例えば、気候変動に対する脆弱性を減らす、「スマート・アダプテーション（適応）プログラム」として、マングローブ林

や護岸の整備などに力を入れている。

　また、水管理・利用におけるリデュース（削減）、リユース（再利用）、リサイクル（再生）、リチャージ（再び満たす）、リカバリー

（回復）の 5Rの実施など市民参加を促進する事業も行っている。

　地域空間計画におけるこれら様々な取り組みにより、低炭素グリーン成長の実現を目指している。

　光陽市の環境政策の大きな軸は、自然と産業が調和する持続可能な都市づくりであり、6つの分野において政策を実行して

いる。

　①都市再生分野―環境都市の構築（2006 ～ 2015 年）を目標に、農山村の生態整備、グリーン交通インフラの設置。②グリー

ン都市づくり分野―グリーン光陽総合プロジェクト。主な事業としては企業と連携した公園整備、企業との共同出資による産

業団地の造成など。③環境にやさしい生活 ·廃棄物の資源化促進分野―炭素ポイント制及びグリーンカード制の運営。④気候

·大気分野―温室ガス排出量の削減目標により 2020 年における温室効果ガス排出量を 2005 年比で 31%削減し、気候の変化

に対応した総合計画及び低炭素グリーン成長条例、景観条例の制定 ·改定などを通じて温室ガス削減基盤を形成。新再生エネ

ルギーの普及拡大。⑤クリーン水質分野―蟾津江（ソムジンガン）における生態系の保全・再生を推進。⑥グリーン産業分野

―合成天然ガス（SNG）事業として年間 50万トン（発電 92メガワット）を生産。生態系に配慮した港湾の造成、物流倉庫

を活用した太陽光発電施設の設置が進行中。

　生態系の保全のため、近隣自治体との連携協力を強化し、仮称「持続可能な光陽環境協議会」結成を通じて、市民の環境意

識の高揚、自発的参加を促進し、環境改善インフラに関する投資も拡大させていく予定である。

　光陽湾地域環境管理センターを設立して、各協議会との連携協力体制を強化し、広域的に環境問題に対応していきたい。

ジャカルタ特別市（インドネシア共和国）

光陽市（大韓民国）

Rusman Erwin SAGALA

李　聖雄

ジャカルタ特別市保全・環境システム部長

光陽市長

「ジャカルタの低炭素グリーン成長に向けた取り組み」

「低炭素グリーン成長都市の構築」
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　熊本市を低炭素社会へと転換すると共に、地球温暖化防止に地域から貢献することを目的として、2010 年 3月に「熊本市

低炭素都市づくり戦略計画」を策定した。

　本計画の温室効果ガス削減目標を達成するために 4つの戦略として体系化し、中長期の取り組みを進める上でのリーディン

グ事業として、80の事業からなる「アクションプラン 80」を定め、計画の検証やマネージメントを行っている。

　低炭素都市の実現に向けた取り組みは「広域連携」「市民協働」「人材育成」の 3つの重要な視点を基に進められている。

　主な取り組みは地下水保全、太陽エネルギーの導入推進、廃棄物のエネルギーや資源としての徹底的な活用、環境関連産業

企業の誘致や開発支援である。

　これらの取り組みを実施することにより、目指している低炭素都市くまもとの将来像は①地域特性を活かした多核連携都市

②各区単位でエネルギーを効率的に利用・管理していくことによる分散型エネルギーシステムの構築③環境にやさしい交通シ

ステムの構築④小水力発電や緑の創出など熊本市の特徴である水と緑の活用である。

　「水と緑に輝く豊かな自然を活用した、低炭素で暮らしやすく、人々が豊かさを実感し、生き生きと交流するまち」「快適に

移動できる、省エネルギー・創エネルギー型のコンパクトなまち」を目指し、これらを新たな熊本市の魅力として世界に向け

て情報発信し、地球環境に貢献できる低炭素都市づくりを目指していきたい。

　大分市では、地球温暖化対策を市政の最重要課題の一つに位置付け、都市の持続可能な発展を目指す中で地球環境に負荷を

かけない低炭素社会の実現に取り組んでいる。

　当市の特徴は、「市民協働のまちづくり」の理念のもとに、市民・事業者・行政がしっかりとスクラムを組んで取り組みを

進めていることである。

　このため、「地球温暖化対策おおいた市民会議」を立ち上げ、各主体が協働で取り組む体制を整えるとともに、地球温暖化

に関する意識向上のため、「おおいた市民環境大学」、「大分市環境展」などに取り組んできた。

　また、再生可能エネルギーの導入に市が率先して取り組むとともに、助成制度を設けて市民の太陽光発電設備設置を促進し

ているほか、夏場の電力消費量を抑えるため市民・事業者とともに「おおいた市民一斉省エネチャレンジ」、「緑のカーテン運動」

などを推進している。

　加えて、循環型社会の形成をめざして、家庭ごみの 12分別やリサイクル事業を推進するとともに「生ごみのひと絞り運動」

を推奨し、ごみ収集の運搬効率や清掃工場の燃焼効率を高めている。

　さらに、豊かな自然を次代に引き継ぐため、どんぐりを集めエコグッズと交換する「どんぐり銀行」を開設し、そのどんぐ

りを育苗し植樹する「市民の森づくり事業」を積極的に推進している。

　これらの取り組みの成果は、地球規模で見ればほんの一握りのものだが、一歩ずつ着実に広げることが今を生きる私たちに

課せられた使命であると考える。

熊本市（日本国）

大分市（日本国）

原本　靖久

釘宮　磐

熊本市環境局長

大分市長

「低炭素都市くまもとの実現に向けて」

「大分市における低炭素社会の構築」
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　ウラジオストク市では環境問題への取り組みは、総合的な対応策と最新の方法・技術を導入している。環境保護事業は政府

のウラジオストク市アジア太平洋地域国際協力センタープログラムと 2013 年までのロシア極東ザバイカル経済・社会発展連

邦プログラムに含まれている。

　最新の廃棄物処理方法は、新設の一般廃棄物処理・処分場と改修した一般廃棄物埋立場で採用されており、最も重要な環境

関連事業で、廃棄物処理方法のよい例となると期待している。処理方法では、廃棄物の焼却をやめ、リサイクルや再利用を最

大限行う予定である。

　また、アムルスキー湾・ウスリスキー湾の汚水による海洋汚染は、3つのバイオ浄化施設の完成後には状況が劇的に変化し、

水質が大幅に改善されると期待している。

　その他の重要施策は、南部プリモイヤ地域の巨大ガスプラント事業である。昨年 9月から、石炭からガスへ発電方法の変更

が開始され、40％の有害排気ガスの削減を達成している。市は、2010 年には、雨水排水システムの改良にも取り組み、ウラ

ジオストク緑化プログラムも策定し、実行している。

　その他の重要な環境政策は、学校や組織を対象とした環境に関する教育である。今後も、環境教育プログラムに関する様々

なイベントを計画している。

　地元ＮＧＯや若者グループなど市民による提案も支援しており、2011 年には初めての世界環境デーを祝うイベントを実施

するなど啓発に力を注いでいる。

　鹿児島市では環境政策の羅針盤である「環境基本計画」を策定し、低炭素社会の構築など６つの基本方針に基づき計画を推

進しているほか、地球温暖化対策の実行計画である「鹿児島市地球温暖化対策アクションプラン」により、様々な低炭素施策

を積極的に実施している。

　具体的には、再生可能エネルギーの導入として「鹿児島市メガソーラー発電所計画」に基づき、公共施設や小・中学校など

に計画的に設置するとともに、2004 年度から住宅用太陽光発電システムの設置補助を行っている。さらに、京セラ・ＩＨＩ

などによる国内最大級の 70メガワットのメガソーラー発電所が設置予定である。

　太陽光以外では、生ごみ等を活用したバイオガス施設の整備を進めている。また、ヒートアイランド対策として、路面電車

の軌道敷の芝生緑化、小・中学校の校庭芝生化や緑化空間の整備などを進めている。省エネルギー技術の利用については、市

民や事業者向けに電気自動車の購入補助を行っているほか、公用車の環境対応車の導入目標を 90％以上としている。また、

環境にやさしい自転車が走行しやすい道路整備や電動アシスト自転車の購入補助も行っている。

　そのほか、市民の環境教育・環境学習の拠点施設として、かごしま環境未来館を設置し、広く普及・啓発を行っている。

　今後、地球温暖化対策については、本サミット参加都市の連携を一層深め、叡智を結集した取り組みを進めることが必要で

あり、本市は、その推進役の一翼を担っていきたいと考えている。

ウラジオストク市（ロシア連邦）

鹿児島市（日本国）

Roman Vladimirovich KARMANOV

森　博幸

ウラジオストク市副市長

鹿児島市長

「ウラジオストク市の主要環境政策」

「鹿児島市における低炭素施策について」
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　　III-4 参加都市発表

［発表テーマ］

　浦項市は産業化初期の国家産業団地の建設当時は東濱（ドンビン）内港地域の水質汚染が深刻で、都心地域は人口の減少と

スラム化が進み、周辺地域である竹島市場などへの人口分散が進んだ。

　このような条件下で環境配慮型グリーン成長を基本とするウォーターフロント開発及び再生を通じた都心の伝統機能の活性

化が必要であり、都市環境と都市景観に対する高い市民意識を反映し、都心再生戦略を構築する必要性が提起された。	

　都心再生戦略の二つの軸はT9	Ocean	Project とグリーン都心造成事業である。

　T9	Ocean	Projectは、①東濱運河と運河沿岸の複合施設の建設②キャナルシティの造成③東濱埠頭路の造成④浦項オーシャ

ンパークの造成⑤パインアイランドパークの造成⑥松島砂浜の復元⑦浦項タワーブリッジの建設⑧海上新都市の建設⑨迎日湾

大橋の建設である。

　グリーン都心造成事業は、廃止された鉄道の敷地に木々を植え都市の森とすると共に、旧都心の中心地である中央商店街に

小川を造成し、にぎわいの回復をはかるものである。また、市内の主要幹線道路周辺には緑地を作り、都市景観の向上とヒー

トアイランド緩和の効果に寄与している。

　これから浦項市は、既存の鉄鋼産業団地、先端科学施設とR&Dインフラを基盤に、国際コンテナ基地である迎日湾港を利

用した海洋物流都市の機能を加え、環日本海経済ハブとして発展していくことを確信し、浦項が世界 4大美港になるというビ

ジョンを持っている。

浦項市（大韓民国）

朴　承浩

浦項市長

「浦項市の都心再生戦略」
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III-5 【特別セッション】災害からの都市の復興　
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［発表テーマ］

［発表テーマ］

　宮崎市を含む宮崎県において 2010 年 4月に国内では 10年ぶりに発生した口蹄疫は、県内 26自治体のうち 11自治体で

発生し、国内で初めてとなるワクチン接種による殺処分が行われ、297,808 頭を殺処分する結果となった。

　5月には宮崎県知事による「口蹄疫」非常事態宣言が出され、公共施設の閉鎖やイベント等の中止及び延期が相次ぎ、畜産

農家のみならず市民生活や経済に大きな影響を与えた。

　終息までに 129日間を要したが、徹底した囲い込みを行うことで、宮崎県内だけの被害に留めることができた。

　宮崎市では「口蹄疫」非常事態宣言を受けて、イベント等の自粛による消費低迷、風評被害の発生による観光客の激減、企

業の経営悪化、離職者の増加など市内の経済情勢は大変厳しくなった。また、殺処分した農家の精神的なダメージに対する医

学的なケアが必要になるなど関連した様々な事例が報告された。

　県内経済への 5年間の影響総額が推計で 2,350 億円、市内経済についても畜産出荷額だけで 5年間で 20億円の影響が推

計されている。

　宮崎市では、生活への不安払拭、雇用の確保、観光産業の復興など迅速に対応しなければならない様々な課題が発生した。「が

んばろう宮崎！プロジェクト連絡会議」を設置し、官民が一体となった経済復興と市民の元気の回復を図る取り組みを行った。

　畜産農家では口蹄疫を再発生させないため、今も防疫を徹底している。

　また、万一発生した場合に備え、県内の近隣自治体で防疫協定書の締結を行うなど、様々な対応を今も続けている。

　バンコク都の人々は永年洪水と戦ってきた。

　その原因のひとつは排水システムにある。バンコク都には、公共排水パイプ、運河、ポンプ場、保水地域（貯水地域）、巨大

排水トンネル、洪水防壁といった従来型の排水システムがある。排水能力を超える大雨により洪水が起こるが、1時間 60mm

までの降水量は通常の排水として処理することができる。

　昨年の洪水の原因として考えられることは、タイ北部と中央部の貯水池が適切に管理されておらず、放流すべき時期を超え

て水が貯められていた。また必要な保水量と適切な時に放流されるべき水量の計算に誤りがあった。加えて、タイ中央部と北

部に 5つの嵐が襲来し、貯水池内に大量の水が溜まり、急放流する必要があったことだ。

　さらにチャオプラヤ川沿いの水門の中に正常に機能しないものがあった。それらは王立灌漑局の管轄で、故障を知らされた

のは水がバンコク都に押し寄せてきてからだった。また、近隣地域の住民は、堤防がなく水門が開いていれば水かさが減ると

誤解して、堤防を破壊したが、緊急時で住民に正しい情報を伝えることもできなかった。最後の要素は、水管理にあたってい

る政府機関相互の連携のない取り組みである。

　今後バンコクは、堤防、排水システムの建設、排水パイプ、運河、トンネルの改善、毎年のメンテナンスを行う必要がある。

また、水門、ポンプ場、多くの貯留池を建設し、降水量観測レーダーなど情報システムの導入も行う必要がある。

　今回の教訓を生かして、さらに人々のタイスマイルの輝く都市を目指していく。

宮崎市（日本国）

バンコク都（タイ王国）

金丸　健二

Vallop SUWANDEE

宮崎市副市長

バンコク都副知事

「口蹄疫からの復興」

「バンコクの洪水防止システム」
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III-6 事務局事業報告III-6 事務局事業報告

　1994年に福岡市が創設した当サミットはアジア太平洋地域全

域の都市が会員都市で、現在の会員数は今回のサミットで正式加

入した長沙市も含め13カ国30都市である。事務局は福岡市が

担い、2006年から福岡市の外郭団体である福岡アジア都市研究

所が業務を行っている。

　市長会議であるサミットと実務者会議を隔年で開催し、サミットは浦項サミッ

トで第10回、実務者会議は昨年の鹿児島会議で第9回を数える。会議テーマは

都市の抱える問題全般で、都市計画、インフラ整備、持続可能な発展についての

優れた取り組みの紹介、都市間の意見交換などを通じて問題解決を図り、会員都

市の発展と都市間の連携を進めている。

　アジア太平洋都市サミット事務局では会員都市の政策・施策について調査を行

い、結果を公表している。昨年は環境施策調査を実施し、結果はニューズレター

やHPで周知を図っている。

　ほかにも会員都市間の交流事業なども支援しており、昨年秋には浦項市と福岡

市の市民交流事業を行った。

　HPやニューズレターは、日本語、英語、中国語、韓国語の4カ国語で情報発

信しており、福岡市には「アジア太平洋都市サミット」コーナーを2ヶ所設置し

ている。

　今後の会議は、2013年は日本国熊本市で第11回アジア太平洋都市サミット、

2015年はロシア連邦ウラジオストク市でアジア太平洋都市サミットを開催する

ことが予定されている。2014年は2都市が会議開催を希望しており、タイ王国

バンコク都で実務者会議か中華人民共和国長沙市でアジア太平洋都市サミットを

開催する予定である。

※2014年の会議開催については、2012年 11月の会員都市による開催希望調

査の結果、バンコク都にて第10回実務者会議を開催することが正式決定された。

安浦　寛人

公益財団法人	福岡アジア都市研究所理事長

事務局のさまざまな取り組みを発表

浦項市と福岡市の公民館での市民交流事業

ニューズレターの発行で定期的に情報提供


